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1. 緒言 

車両事故等を原因とした鋼橋の火災被害が報告

されている．桁下で発生した火災により下フラン

ジおよびウェブが加熱され変形した事例や，対傾

構などが座屈した事例が多数挙げられている[1]

～[6]． 

火災を受けた鋼橋の健全性評価のため，受熱温

度推定や鋼材の機械的性質の変状調査等が実施さ

れている．鋼材サンプルが比較的入手しやすい母

材一般部や高力ボルトについては，火災後の調査

事例が幾つか報告されている．これに対し，構造

が複雑で狭隘な部位にあり，サンプルの入手が困

難な溶接部について，火災後の継手健全性を調

査・評価した例は少ない．製作時に熱履歴を受け

た溶接部は，火災による受熱および消火作業時の

急冷の影響を受け機械的性質や靱性が大きく変化

する可能性があり，母材部やボルト部以上の配慮

が必要と考える． 

 著者らは，鋼橋の火災および消火を想定した加

熱・冷却履歴が構造用鋼溶接部の材料特性に及ぼ

す影響を明らかにするため，鋼橋に一般的に多く

使用されるSM490Y材およびその溶接継手を対象

に一連の基礎的実験を実施した[7]．溶接金属，熱

影響部，母材の各部位に対し，加熱温度や冷却方

法の違いが金属組織，硬さおよびシャルピー吸収

エネルギーに及ぼす影響について検討した． 

一方，高強度鋼材の使用による構造の合理化の

観点から，鋼橋には SM570材も使用されることが

多くなっている．SM570材は制御圧延・制御冷却

プロセス（TMCP）により製作された鋼材であり，

大入熱溶接による熱影響部の軟化や継手強度およ

びシャルピー吸収エネルギーの低下が生じること

が報告されている[8]．火災による加熱および冷却

のプロセスは火元や構造物の形状によって種々異

なるが，溶接による入熱と比較すると，溶接部の

みが局部的に入熱を受ける訳ではなく，当然なが

ら冷却速度は溶接の場合と異なる．そのため，

TMCP鋼であるSM570材とその溶接部が火災を受
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けた場合の材料特性および継手強度の変化につい

て，既往の研究結果のみで予測・評価することは

困難と言える． 

以上の観点から，本論文では，これまでに実施

した SM490Y材に対する検討に加え，SM570材に

ついても同様の検討を実施した．SM490Y 材に対

する実験結果の一部は既に報告済み[7]であるが，

それらを含め，加熱・冷却履歴を付与した SM490Y

材および SM570 材ならびにそれらの溶接部の材

料特性（金属組織，硬さ，シャルピー吸収エネル

ギー）の変状を調査すると共に，継手の引張試験

を実施し，継手強度の変状について検討した． 

 

2. 供試鋼材および実験供試体 

供試鋼材は溶接構造用圧延鋼材 SM490YA（以下，

490Y 材と称す）および SM570TMC（以下，570

材と称す）を選定した．板厚は，後述するシャル

ピー衝撃試験においてシャルピー吸収エネルギー

の評価が適切に行える厚さ 10mmの試験片を採取

することを想定し，12mm を選定した．溶接金属

は，母材と同強度レベルのものを用いた．490Y材

には軟鋼・490MPa級鋼用，570材には 590MPa級

鋼用の溶接ワイヤを使用した[9]．供試鋼材および

溶接金属の化学組成および機械的性質（母材：ミ

ルシート，溶接金属：カタログ値）を表 1 および

表 2に示す． 

供試鋼材に図 1(a)に示す 45°のレ形開先を設け，

裏当て金を取り付けてCO2アーク溶接により 3層

3パスの溶接を実施した．溶接条件を表 3に示す．  

溶接していない母材鋼板および溶接線を中心と

して 100mm×200mm に切断した溶接継手を後述

の加熱・冷却実験に用いる供試体とした．供試体

の寸法は使用する加熱炉の内寸から決定した． 

供試体の数量は，490Y 材，570材共に母材が 5

体，溶接継手が 10体である．母材供試体は後述の

引張試験に用い，溶接継手供試体は引張試験およ

び各種材料特性評価試験に用いた． 

 

3. 加熱・冷却実験 

3.1 実験方法 

鋼橋の各種火災事例[1]～[4]，[6]において推定さ

れた鋼部材の受熱温度は火災の原因や加熱条件に

よって種々異なっている．小規模な火災では鋼材

表 1 供試鋼材の化学成分 

鋼種 部位 
化学組成 (%) 

C Mn Si Ni Cr Mo V Ceq 

SM490YA 
母材 0.17 1.40 0.32 0.033 0.028 0 0.03 0.42 

溶接金属 0.10 1.10 0.48 0.021 0.025 - - - 

SM570TMC 
母材 0.12 1.50 0.16 0.012 0.015 0 0.06 0.38 

溶接金属 0.08 1.40 0.50 0.010 0.023 0.29 - - 

 

表 2 供試鋼材の機械的性質（母材：ミルシート値，溶接金属：カタログ値） 

鋼種 部位 

機械的性質 

降伏応力 

(MPa) 

引張強度 

(MPa) 

伸び 

(%) 

SM490YA 
母材 430 568 24 

溶接金属 490 570 28 

SM570TMC 
母材 560 626 33 

溶接金属 590 670 26 

 

図 1 開先形状，積層および断面マクロ写真 

単位: mm 
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（溶接のまま） 

 (c) SM570TMCの断面マクロ写真 

（溶接のまま） 
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の受熱温度が 400～600℃である一方で，タンクロ

ーリー事故に起因する火災においては火元近傍の

最高温度が 1200℃に達したことが報告されてい

る[1]．また，種々の火災状況を想定した数値シミ

ュレーションでは，鋼部材の受熱温度が 1000℃以

上に達する結果も報告されている[10][11]．加熱条

件によって種々異なる鋼橋の火災時の受熱温度を

一般化することは困難であり，本実験では，鋼材

の組織変化が生じる約727℃のA1変態点以下とそ

れ以上の加熱温度として，600℃と 900℃を加熱条

件として採用した． 

既往の研究では火災時における鋼橋の受熱温度

を推定するため，ガス炉を用いる手法と，電気炉

を用いる手法が提示されている[12]．ガス炎を用

いる手法は酸素が常時供給される状態にあり，桁

下空間が広い橋梁等の火災を想定したものである．

電気炉を用いる場合は酸素が十分に供給されず不

完全燃焼する状態にあり，桁下空間が狭い橋梁や

箱桁内部など閉鎖空間での火災を想定したもので

ある． 

一般に，鉄鋼材料の熱処理においては加熱速度

が組織生成に及ぼす影響は小さく，冷却速度が組

織生成に支配的な影響を及ぼす[13]．ガス炉に比

べ電気炉では加熱速度が遅いが，ガス炉では温度

制御が困難で炉内の供試体を均等に加熱すること

が不可能である．よって，加熱速度を考慮せず各

供試体を均等に加熱することを目的に，温度制御

の容易な電気炉を用いて供試体を加熱した． 

電気炉により供試体を 600℃または 900℃まで

加熱し約 1 時間保持した．供試体を 900℃まで加

熱した状況を図 3に示す． 

既往の研究では，火災を想定した加熱履歴を付

与した鋼材の機械的性質を調査した例があるが，

加熱後の冷却方法については考慮されていない

[12]．橋梁が火災被害を受けた場合，消火活動に

おける放水により，急冷される部位が生じること

が推定される．よって本実験では，加熱後，空冷

および消火活動を想定した水冷により供試体を冷

却した．空冷の場合，加熱した供試体を炉から取

り出し空気中に放置した．水冷の場合，加熱した

供試体を炉から取り出した直後に，常温の水約10ℓ

を満たした容器に浸漬した． 

図 4 温度測定結果 
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表 3 溶接条件（CO2アーク溶接） 

鋼種 パス 
電流 

(A) 

電圧 

(V) 

速度 

(mm/s) 

入熱量 

(J/mm) 

490Y材 

1 

280 36 

3.6 2800 

2 4.6 2191 

3 4.6 2191 

570材 

1 

280 36 

4.0 2520 

2 5.0 2016 

3 5.0 2016 

 

    図 3 加熱状況（900℃） 
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なお，供試体と同一寸法（100mm×200mm×

12mm）の鋼板を冷却中の温度測定のために用いた．

この鋼板には側面の板厚中心から鋼板の中央まで

穿孔してあり，この孔にシース熱電対を挿入する

ことで加熱温度を確認した．また，この鋼板を供

試体と同様に冷却することで，空冷および水冷過

程における温度変化を測定した． 

3.2 冷却過程の温度測定結果 

空冷および水冷過程における温度測定結果を図

4に示す．A1～A3変態点（約 727℃～約 911℃）の

温度から冷却する場合，800℃から 500℃までの冷

却速度が鋼の組織生成に大きく影響を及ぼす[14]．

本実験では，900℃の加熱から冷却した場合，800℃

表 4 断面マクロ観察結果 

鋼種 
600℃加熱 900℃加熱 

空冷 水冷 空冷 水冷 

490Y材     

570材     

 表 5 金属組織観察結果（400倍） 

490Y材 

部位 溶接まま 
600℃加熱 900℃加熱 

空冷 水冷 空冷 水冷 

母材      

熱影響部      

溶接金属      

570 材 

部位 溶接まま 
600℃加熱 900℃加熱 

空冷 水冷 空冷 水冷 

母材      

熱影響部      

溶接金属      

 



 

から 500℃の間の冷却速度は水冷では 35.2℃/s，空

冷では 0.55℃/sであった． 

 

4．断面マクロ写真および金属組織観察 

4.1 断面マクロ写真の観察結果 

上述の加熱・冷却実験に用いた供試体に対し，

断面マクロ写真観察を実施した結果を表 4 に示す． 

490Y材，570材共に，600℃に加熱した場合は，

空冷および水冷のいずれにおいても溶接のまま

（図 1(b)(c)）と同様に熱影響部が明確に観察でき

た．一方，900℃に加熱した場合は，空冷および水

冷のいずれにおいても母材と熱影響部の境界が不

明瞭になった．  

4.2 金属組織の観察結果 

光学顕微鏡（倍率 400倍）で観察した各部位

の金属組織の写真を表 5に示す． 

490Y材，570材共に，加熱温度が 600℃の場

合は，冷却方法によらず各部位の組織は溶接の

ままと変わらなかった．490Y材の母材はフェラ

イトおよび層状パーライト組織，熱影響部は粒

状パーライト組織であり，溶接金属はデンドラ

イト状の組織であった．570材の母材は TMCプ

ロセスにより 490Y 材よりも微細な組織となっ

ており，その状態は 600℃の加熱から空冷ある

いは水冷しても変化しなかった．熱影響部およ

び溶接金属部についても，加熱・冷却による組

織の変状は観察されなかった． 

一方，加熱温度が 900℃で空冷の場合は，490Y

材，570 材共に母材と熱影響部の組織が均一化

した．これは，上述のマクロ写真において母材

と熱影響部の境界が不明瞭になったことと整合

している．490Y材については，母材は溶接のま

まと比べて組織状態の大きな変化は見られなか

ったが，熱影響部は母材と同様の組織状態にな

った．溶接金属の組織は溶接のままや 600℃加

熱の場合に比べ，やや細粒化したように見受け

られる．570 材については，母材，熱影響部共

に TMC プロセスにより形成された微細組織が

粗粒化した．溶接金属の組織状態は大きく変化

していなかった． 

加熱温度が 900℃で水冷の場合は，490Y 材，

570 材共に全ての部位の組織が大きく変化した．

供試鋼材および溶接金属の炭素量（表 1参照）

と冷却速度（35.2℃/s）から，マルテンサイト組

織（約 900℃のA3変態点以上の加熱から急冷さ

れた場合に生じる硬い組織）が生成されたと考

えられる[15]． 

 

 

5. 硬さ試験およびシャルピー衝撃試験 

5.1 ビッカース硬さ試験 

加熱・冷却実験後の供試体を用いて，母材，熱

影響部および溶接金属の各部位に対して実施した

ビッカース硬さ試験の結果を図 5 に示す．硬さの

測定位置は供試体の板厚中央部（図 5(a)）である．

なお，熱影響部の範囲は溶接ままの継手の断面マ

クロ写真から約 3mmと判断した． 

5.1.1 490Y材の硬さ分布 

490Y材（図 5(b)）については，加熱温度が 600℃

の場合，冷却方法によらず熱影響部の硬さが溶接

のままに比べ約 34Hv 上昇した．母材および溶接

金属は，溶接のままと硬さがほぼ同じであった． 

(a) 硬さの測定位置 

x 
硬さ測定位置 
試験力：1.961N 

6 

6 

(b) 490Y材溶接継手の硬さ分布 

490Y材 

母材      熱影響部   溶接金属 

 
加熱温度(℃) 

600 900 

空冷   

水冷   

           溶接まま： 

図 5 ビッカース硬さ試験結果 

(c) 570材溶接継手の硬さ分布 
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           溶接まま： 



 

加熱温度 900℃から空冷した場合，焼ならしの

効果により母材，熱影響部および溶接金属の硬さ

が均一化した． 

加熱温度 900℃から水冷した場合，焼入れの効

果により母材および熱影響部の硬さが大きく上昇

した．母材および熱影響部の硬さは平均 396Hvで

あり，母材では 500Hv に達する領域も存在した．

一方，溶接金属も硬化したものの，硬さは平均

266Hvであった． 

5.1.2 570材の硬さ分布 

570材（図 5(c)）については，加熱温度が 600℃

の場合，空冷，水冷のいずれにおいても各部位の

硬さは溶接のままとほぼ同じであった． 

加熱温度 900℃から空冷した場合，TMCプロセ

スで形成された微細組織が粗粒化し，母材および

熱影響部が約 50Hv，溶接金属が約 30Hv軟化した． 

加熱温度 900℃から水冷した場合，焼入れによ

り母材および熱影響部が約 70Hv硬化した．570材

の炭素含有量は 490Y材に比べ少ない（表 1参照）

ため，焼入れ後であっても硬さは平均 306Hvであ

った．同様に溶接金属の炭素含有量も比較的少な

いため，溶接金属の硬さは平均 281Hvであった． 

5.2 シャルピー衝撃試験 

 加熱・冷却実験に用いた供試体から試験片を採

取し，母材，熱影響部および溶接金属の各部位に

対して V ノッチシャルピー衝撃試験を実施した． 

試験温度であるが，490Y 材については 0℃，570

材については-5℃とした． 

試験結果を図 6に示す．なお，各部位から 3体

ずつ試験片を採取し実験を実施しており，図中に

はシャルピー吸収エネルギーVEの平均値（M）お

よび標準偏差（S）を記している． 

5.2.1 490Y材のシャルピー吸収エネルギー 

 490Y材（図 6(a)）について，溶接のままの各部

位の吸収エネルギーに注目すると，母材の吸収エ

ネルギーが約 150Jであるのに対し，熱影響部の吸

収エネルギーは約 220J であり，約 70J 高かった．

これは，3 層 3 パスの溶接によるテンパービード

の効果（多層溶接において，先行パスで変化した

組織に対しその後のパスでの入熱が焼戻しの効果

を与えること）[16]と推察される．一方，溶接金

属の吸収エネルギーは約 105Jであった． 

加熱温度が 600℃の場合，空冷，水冷のいずれ

も各部位の吸収エネルギーは溶接のままと比べて

大きな変化はなかった．吸収エネルギーの変化量

はばらつきの範囲内と判断できる． 

加熱温度 900℃から空冷した場合，溶接のまま

に比べて母材の吸収エネルギーの低下は確認でき

なかった．熱影響部では溶接のままに比べて吸収

エネルギーが約 40%低下した．ただしこれは，溶

接のままでは母材よりも高い値であった熱影響部

の吸収エネルギー（約 220J）から，加熱・冷却の

影響によりテンパービード効果が消失し母材とほ

ぼ同じ値（約 150J）に戻ったものと判断できる．

一方，溶接金属では，焼ならしの効果により溶接

のままに比べて吸収エネルギーが約 57%上昇した． 

加熱温度 900℃から水冷した場合，全ての部位

の吸収エネルギーが大きく低下した．本研究で使

用した SM490YA については吸収エネルギーの規

定値はないが，参考までに SM490YB の吸収エネ

ルギーの規定値（0℃で 27J）を図中に点線で記し

ている．母材および熱影響部では試験温度 0℃に

おける吸収エネルギーが約 27J になった．溶接金

属の吸収エネルギーは約 62J であり，溶接のまま

と比べて吸収エネルギーが約 40%低下した． 

5.2.2 570材のシャルピー吸収エネルギー 

 570 材（図 6(b)）については，溶接のままの母

材と熱影響部の吸収エネルギーは約 247J でほぼ

同じであった．溶接金属の吸収エネルギーは約

117Jであった．TMCP鋼は大入熱溶接や複層の溶

接，線状加熱等の熱加工を複数回行っても母材お

供試体 

マーキング 

図 6 シャルピー衝撃試験結果 
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よび熱影響部の靱性（シャルピー吸収エネルギー）

は使用上問題ないことが報告されている[17][18]． 

本実験で実施した加熱温度 600℃で空冷および

水冷の場合，また，加熱温度 900℃で空冷の場合

も，母材と熱影響部の吸収エネルギーは溶接のま

まとほとんど変わらなかった．溶接金属について

は，加熱温度 600℃で空冷の場合，吸収エネルギ

ーの低下はほとんどなかったが，加熱温度 600℃

で水冷の場合，加熱温度 900℃で空冷の場合は吸

収エネルギーが約 117Jから約 84Jに低下した．こ

れらはフェライト粒の粗大化の影響によるものと

推察されるが，吸収エネルギーの低下の度合いは

さほど大きくなかった．加熱温度 900℃で水冷の

場合，490Y材の場合と同様，焼入れにより各部位

の吸収エネルギーが大きく低下した．SM570材の

吸収エネルギーの規定値（-5℃で 47J，図中の点線）

は満足しているものの，母材および溶接金属の吸

収エネルギーは約 60J，熱影響部の吸収エネルギ

ーは約 80Jとなった． 

6. 引張試験 

6.1 試験片の形状および寸法 

加熱・冷却実験に用いた供試体から試験片を採

取し，母材および溶接継手の引張試験を実施した． 

 図 7(a)に示すように，母材については，加熱・

冷却実験後の100mm×200mm×12mmの供試体か

ら JIS Z 2201の 7号試験片[19]を 2本採取した．一

方，図 7(b)に示すように，溶接継手は余盛を削除

し，つかみ部の長さ以外は JIS Z 3121の 1A号[20]

に準拠する試験片を 2本採取した．JIS Z 3121の

1A号では，つかみ部も含め試験片の全長が250mm

以上と規定されているが，加熱炉の内寸に収まる

供試体の寸法（100mm×200mm）からは長さ

250mmの引張試験片は採取できなかった．よって，

平行部および肩部の寸法は上述の規定に従い，つ

かみ部の長さのみ短縮した試験片を採取した．し

かし，後述の引張試験ではつかみ部の長さを短縮

しても何ら問題なく荷重を負荷することができた．

また，溶接継手の引張試験片では標点距離が規定

されていないが，母材試験片と同じ標点距離

（62mm）により一様伸び（最大荷重時の伸び）お

よび破断伸びを計測した．一様伸びは最大荷重時

に載荷をホールドして標点距離を測定し求めたが，

正確な測定が困難であるため参考値として記す． 

 ヤング率および降伏応力は，試験片中央の表裏

面に貼付したひずみゲージの値から求めた．降伏

棚が明確に現れなかったケースについては，0.2%

耐力を降伏応力とした． 

6.2 490Y材の引張試験結果 

 490Y 材の母材および溶接継手に対する引張試

験の結果を図 8 に示す．凡例は図 8(d)に示してい

る．図には，各条件の試験片 2 本の結果の平均値

およびそれぞれの値の範囲を示している． 

溶接継手については表 6 に破断位置を示してい

る．溶接のままおよび加熱温度 600℃で空冷の場

合，溶接継手は母材部で破断したが，加熱温度

600℃で水冷の場合と，加熱温度 900℃で空冷の場

合はおよび水冷の場合，490Y材の継手は熱影響部

やボンド部ではなく，溶接金属部で破断した．  

母材および溶接継手共に，加熱なし，600℃で空

冷，900℃で空冷の場合は降伏棚を確認することが

できた．600℃で水冷，900℃で水冷の場合は降伏

棚が明確に現れなかったため，0.2%耐力を降伏応

力とみなしている． 

 ミルシートに記載されている 490Y 材の降伏応
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力および引張強度はそれぞれ 430MPa，568MPaで

あった．加熱なしの 490Y 材の降伏応力および引

張強度はそれぞれ 428MPa，577MPaであり，ミル

シート値とほぼ同じであった． 

加熱温度 600℃で空冷および水冷の場合，母材，

溶接継手共に降伏応力，引張強度およびヤング率

は溶接のままと比べてほとんど変わらなかった．

伸びについては，水冷の場合に母材の一様伸びが

約 4%減少したが，その他のケースでは，一様伸び

および破断伸びは溶接のままとほぼ同じであった． 

加熱温度 900℃で空冷の場合，母材および溶接

継手共に軟化傾向が見られた．溶接のままと比べ

て，母材の降伏応力および引張強度がそれぞれ約

72MPa（17%）および約 34MPa（6%）低下した．

溶接継手の降伏応力および引張強度はそれぞれ溶

接のままと比べて約 182MPa（42%）および約

77MPa（13%）低下した．母材および溶接継手の

降伏応力は，JIS に規定される母材の降伏応力

（365MPa）を下回っていた．ヤング率については

母材および溶接継手共に溶接のままと比べてほと

んど変わらなかった．伸びについては，溶接のま

まと比べて母材の一様伸びが約 3%，溶接継手の一

様伸びが約 7%減少したが，破断伸びは溶接のまま

とほぼ同じであった． 

 加熱温度 900℃で水冷の場合，母材，溶接継手

共に焼入れによる硬化の影響が見られた．溶接の

ままと比べ，母材の降伏応力および引張強度がそ

れぞれ約 274MPa（64%）および約 495MPa（86%）

上昇した．溶接継手の降伏応力は溶接のままと比

べ約 90MPa（21%）低下したが，引張強度は約

102MPa（18%）上昇した．この降伏応力の低下は，

焼入れのままの溶接金属部の組織が不安定な状態

にあることが一因と推察される[13]．母材および

溶接継手の引張強度は，JISに規定される引張強度

図 8 490Y材母材および溶接継手の引張試験結果 
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表 6 引張試験における溶接継手の破断位置 

鋼種 
試験片 

番号 
溶接まま 

600℃加熱 900℃加熱 

空冷 水冷 空冷 水冷 

490Y材 
1 母材部 母材部 溶接金属部 溶接金属部 溶接金属部 

2 母材部 母材部 溶接金属部 溶接金属部 溶接金属部 

570材 
1 母材部 母材部 母材部 母材部 母材部 

2 母材部 母材部 母材部 母材部 母材部 

 



 

の範囲（490～610MPa）を越えていた．ヤング率

については母材および溶接継手共に溶接のままと

比べてほとんど変わらなかった．伸びについては，

溶接のままと比べて母材の一様伸びが約 14%，溶

接継手の一様伸びが約 16%減少した．破断伸びは

溶接のままと比べて母材では約 24%，溶接継手で

は約 17%減少し，JIS に規定される母材の伸び最

小値（15%）を下回る結果となった． 

6.3 570材の引張試験結果 

 570 材の母材および溶接継手に対する引張試験

の結果を図 9に示す．また，490Y材と同様に溶接

継手の破断位置を表 6 に示す．570 材の場合，溶

接のまま，加熱温度 600℃および 900℃で空冷およ

び水冷のいずれも，溶接継手は母材部で破断した．  

母材では， 900℃で水冷の場合のみ降伏棚が明

確に現れなかったため，0.2%耐力を降伏応力とみ

なしたが，その他の場合は全て降伏棚が明確に現

れた．溶接継手では，溶接時の入熱の影響で加熱

なしを含め全ての場合で降伏棚が明確に現れず，

0.2%耐力を降伏応力とみなしている． 

ミルシートに記載されている 570 材の降伏応力

および引張強度はそれぞれ 560MPa，626MPaであ

った．加熱なしの 570 材の降伏応力および引張強

度はそれぞれ 555MPa，646MPaであり，ミルシー

ト値よりも引張強度がやや高いが，大きな差はな

かった． 

加熱温度 600℃で空冷および水冷の場合，母材，

溶接継手共に降伏応力，引張強度およびヤング率

は溶接のままと比べてほとんど変わらなかった．

伸びについては，母材の一様伸びおよび破断伸び

が約 2～4%減少した．溶接継手では，空冷の場合

の一様伸びは溶接のままとほぼ同じであったが，

水冷の場合の一様伸びが溶接のままに比べて約

5%減少した．破断伸びについては，空冷および水

冷のいずれの場合も溶接のままとほぼ同じ（差が

1%程度）であった． 

加熱温度 900℃で空冷の場合，母材および溶接

継手共に，TMCプロセスで形成された母材の微細

組織が粗粒化したため，490Y材よりも顕著な強度

低下傾向が見られた．母材の降伏応力および引張

強度はそれぞれ約 301MPa（46%減）および約

482MPa（25%減）となり， JISによる降伏応力お

よび引張強度の規定値（降伏応力：460MPa，引張

強度：570MPa）を大きく下回った．溶接継手の降

伏応力および引張強度はそれぞれ約 336MPa およ

び約 507MPa となった．溶接継手の場合も，降伏

応力および引張強度は JIS に規定される値を下回

った．ヤング率については母材および溶接継手共

図 9 570材母材および溶接継手の引張試験結果 
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に溶接のままと比べてほとんど変わらなかった．

伸びについては，溶接のままと比べて母材の一様

伸びが約 6%，破断伸びが約 14%増加した．溶接

継手の場合，溶接のままと比べて一様伸びが約 4%，

破断伸びが約 5％増加した． 

加熱温度900℃で水冷の場合，490Y材と同様に，

母材，溶接継手共に焼入れによる硬化の影響が見

られた．しかし，490Y材と比べて炭素含有量が少

ないため，570 材の硬化の度合いは比較的小さか

った．溶接のままと比べて，母材の降伏応力およ

び引張強度はそれぞれ約 136MPa（24%）および約

283MPa（44%）上昇した．母材の引張強度は JIS

に規定される範囲（570～720MPa）を越えていた．

溶接継手の降伏応力は約 115MPa（23%）低下し，

引張強度は約 72MPa（11%）上昇した．490Y材の

場合と同様，降伏応力の低下の一因は焼入れのま

まの溶接金属部の不安定な組織状態によるものと

推察される．ヤング率については母材および溶接

継手共に溶接のままと比べてほとんど変わらなか

った．伸びについては，溶接のままと比べて母材

の一様伸びが約 8%，破断伸びが約14%低下した．

母材の破断伸びは JIS に規定される伸び最小値

（19%）を下回る結果となった．溶接継手の一様

伸びは溶接のままと比べて約 6%減少したが，破断

伸びはほとんど変わらなかった． 

 

7．考察 

7.1 母材部と溶接部の相違に関する検討 

加熱・冷却履歴を受ける鋼材の材料特性および

機械的性質は，基本的に炭素含有量と最高加熱温

度および冷却速度によって決定される[14]．本研

究で対象とした 490Y 材ならびに 570 材共に，溶

接金属は継手製作時に熱履歴を受けることを想定

して母材に比べ炭素量が少なく抑えられている．

このため，同じ加熱・冷却履歴を受ける場合でも，

母材に比べ，溶接金属は加熱・冷却による材料特

性および機械的性質の変状が抑制されると考えら

れる． 

一方，本実験では，加熱温度が 900℃の場合に，

溶接継手の熱影響部と母材の組織状態が均一にな

る現象が観察された．また，490Y材の溶接継手が

900℃の加熱から空冷された場合には，多層溶接に

より熱影響部に付与されたテンパービード効果が

消失するなど，溶接継手特有の現象が確認された．

しかし，本実験の範囲ではこれらの現象は継手の

性能を大きく損なうものではなかった． 

火災を受けた鋼橋溶接部の健全性評価において，

材料特性および機械的性質の変状の観点からは，

溶接継手と母材を区別して考える必要性は低いこ

とを一連の実験結果は示唆している．ただし，継

手形式によって溶接部の力学的状態は母材一般部

とは種々異なる．火災時における鋼橋の熱変形が

溶接部の応力状態に及ぼす影響など，力学的な観

点から溶接部は継手として母材一般部とは異なる

検討が必要になる可能性がある． 

7.2 火災を受けた鋼橋の母材部および溶接部の 

健全性評価に関する一提案 

本研究における 600℃の加熱のように，加熱温

度がA1変態温度（約 727℃）以下では，空冷，水

冷の違いによらず金属組織状態は大きく変化しな

い．そのため，母材および溶接金属共に材料特性

に及ぼす加熱・冷却履歴の影響は小さい． 

一方，A1～A3変態温度（727～911℃）以上の加

熱を受けると，鋼材の炭素含有量と 800℃から

500℃の間の冷却速度によって鋼材の金属組織は

種々変化するため，材料特性および機械的性質に

及ぼす加熱・冷却履歴の影響は大きい．490Y材の

場合，900℃加熱からの水冷を受けるとマルテンサ

イトが生成し硬化するため，降伏応力や引張強度

が上昇する一方で，吸収エネルギー（靱性）や伸

びが大きく低下した．TMCプロセスにより形成さ

れた微細組織が粗粒化するような熱履歴（本研究

では 900℃加熱からの空冷および水冷）を 570 材

が受けた場合，降伏応力，引張強度および伸びが

570材の規定値の範囲を越えるほど変化した．  

火災を受けた鋼橋の健全性評価において，材料

特性および機械的性質の変状の観点からは，鋼種

ならびに母材および溶接部の違いに関係なく，受

熱温度が変態点を越えたか否かを明確にすること

が最も重要である．既往の文献では，火災を受け

た鋼橋の塗装の変状から，700℃までの受熱温度が

推定できる可能性が提示されている[13][21]．既往

の受熱温度推定手法と併用して，火災による受熱

温度が変態点を越えたと判断された場合は，溶接

部と母材部の違いに関係なく実橋からサンプルを

採取し，化学成分分析，組織観察，硬さ試験等一

連の材料特性調査を実施すべきである． 

一方，機械的性質については，引張強度は炭素含

有量や金属組織，ビッカース硬さとの経験的な相関

関係があり，これらからある程度の予測が可能であ

る[22]．しかし，本研究における引張試験において

観察されたように，降伏応力や伸びに及ぼす加熱・

冷却履歴の影響は種々複雑であり，これらを化学組

成および金属組織，硬さから推測することは困難で

ある．火災を受けた鋼橋の健全性評価において，継

手部に限らず構造的に重要な部位が変態点以上の加

熱温度に達したと推定される場合は，材料特性に加

え機械的性質の変状も調査することが必要と考える． 



 

調査の結果，材料特性あるいは機械的性質の変状

が鋼材の規定値を満足している場合は，材料的観点

からは部材の取替えの必要はない．ただし，過大な

たわみや変形が生じている場合は，部材形状の観点

から矯正や補修補強などの措置を講じる必要がある．

材料特性あるいは機械的性質が鋼材の規定値を満足

しない程変化した場合は，矯正や補修補強が必要な

程のたわみや変形が生じていなくても，材料的観点

から部材を取り替える必要があると言える． 

 

8．結言 

鋼橋の火災と消火を想定した加熱・冷却履歴が

構造用鋼（SM490YA，SM570TMC）の母材および

溶接部の各種特性に及ぼす影響を明らかにするた

め，一連の実験を実施した． 

得られた主な知見を以下に示す． 

(1) 490Y 材，570 材の母材と溶接継手を 600℃に

加熱した場合，冷却方法によらず，母材，熱

影響部，溶接金属の組織状態は溶接のままと

変わらなかった．また，各部位の硬さおよび

シャルピー吸収エネルギーはそれぞれ溶接の

ままと比べてほとんど変化しなかった．母材

および溶接継手の機械的性質についても，溶

接のままとほぼ変わらないことを確認した． 

(2) 490Y材および 570材の溶接継手を 900℃に加

熱した場合，冷却方法によらず熱影響部と母

材部の境界が不明瞭になり，両部位の金属組

織および硬さが均一になる傾向が確認された．

また，空冷の場合は 490Y 材の熱影響部に付

与されていた多層溶接によるテンパービード

の効果が消失するなど溶接継手特有の現象が

確認された．570材では TMCプロセスで形成

された母材部の微細組織が粗大化した． 

(3) 本実験の範囲では，900℃の加熱から空冷する

ことにより 490Y 材の母材および溶接継手の

機械的性質が劣化し，降伏応力が JIS の規定

値を僅かに下回った．570 材については，規

定値に比べ，母材の降伏応力は約 160MPa，引

張強度は約 90MPa低くなった．溶接継手も同

様に，母材の規定値に比べ降伏応力は約

120MPa，引張強度は約 60MPa 低くなった． 

490Y 材の各部位のシャルピー吸収エネルギ

ーはほとんど変化がなかった．570 材につい

ても，各部位の吸収エネルギーは規定値（-5℃

で 47J以上）を満足していた． 

(4) 490Y材および 570材の溶接継手を 900℃に加

熱し水冷した場合，各部位にマルテンサイト

組織が生成された．各部位は炭素含有量に応

じて硬化し，シャルピー吸収エネルギーが低

下した．溶接金属よりも炭素含有量の多い母

材の方が吸収エネルギーの低下の度合いが大

きく，490Y材では試験温度 0℃で約 27J，570

材では試験温度-5℃で約 60Jになった． 

(5) 900℃に加熱し水冷した場合，490Y 材の母材

の降伏応力および引張強度はそれぞれ約 64%

および約 86%上昇した．溶接継手の降伏応力

は溶接のままと比べて約 21%低下したが，引

張強度は約 18%上昇した．570 材では溶接の

ままと比べて，母材の降伏応力および引張強

度はそれぞれ約 24%および約 44%上昇した．

溶接継手の降伏応力は約 23%低下し，引張強

度は約 11%上昇した．一方，490Y材の母材お

よび溶接継手，ならびに 570 材の母材の破断

伸びは規定値（490Y材：15%，570材：19%）

を下回るほど減少した． 

(6) 溶接金属は熱履歴を受けることを想定して母

材に比べ炭素量が少なく抑えられている．こ

のため，同じ加熱・冷却履歴を受ける場合で

も，母材に比べ，溶接金属は加熱・冷却によ

る材料特性および機械的性質の変状が抑制さ

れる可能性がある． 

(7) 本実験において観察された加熱温度が 900℃

の場合に溶接継手の熱影響部と母材の組織状

態が均一化する現象や，熱影響部に付与され

たテンパービード効果が消失する溶接継手特

有の現象は，継手の性能を大きく損なうもの

ではなかった．火災を受けた鋼橋溶接部の健

全性評価において，材料特性および機械的性

質の変状の観点からは，溶接継手と母材を区

別して考える必要性は低い． 

(8) 火災を受けた鋼橋の健全性評価において，鋼

種ならびに母材および溶接部の違いに関係な

く受熱温度が変態点を越えたか否かを明確に

することが最も重要である．受熱温度が変態

点を越えたと判断された場合は，溶接部と母

材部の違いに関係なく，実橋からサンプルを

採取し，一連の材料特性に加え，機械的性質

の変状を調査すべきである． 
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